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研究成果の概要（和文）：現状の地域活動を「地域活動推進スキル」と「社会変革へのコミットメント」の観点
から分析し、現状では、「他者を歓迎」や「初心と呈示」のような他者への寛容的なスキルが社会変革へのコミ
ットメントを促進することを見出した。一方、現状の地域活動の推進に寄与する特徴を有している者であって
も、Adultism（大人が『若者よりも優れており、若者をコントロールできる』と考えること）に対する感受性が
相関レベルで低いことが明らかになった。現在の地域活動関与者のAdultismへの感受性を高めることが、市民参
加の持続性と多様性をもたらすコミュニティ組織運営をもたらすことが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：The present community activities were analyzed from the viewpoint of "
community activity promotion skills" and "commitment for social change". As a result, it was found 
that tolerance skills to others, such as "Welcome others" and "Original intention and presenting" 
promoted the commitment for social change. On the other hand, even those who have characteristics 
that contribute to the promotion of the current community activities, it was shown to be low 
sensitivity to Adultism (that adults can 'be better than adolescents and can control adolescents') 
at the correlation level. It was discussed that sustainable and diverse citizen participation could 
be realized by enhancing the sensitivity to Adultism in current community activity's participants .

研究分野：社会心理学

キーワード： コミュニティ　社会変革へのコミットメント　地域活動促進スキル　Adultism

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
地域活動推進スキルとして、コミュニケーションのあり方に注目したことにより、「他者を歓迎」や「初心と呈
示」のような他者への寛容的なスキルの必要性と有効性を明らかにした。社会変革へのコミットメントとして、
市民参加として議論されてきた側面を整理し、測定可能な尺度を作成したことにより、市民参加の側面によって
帰結が異なることを見出した。現在の地域活動関与者におけるAdultism感受性の低さを示し、今後の具体的な指
針を示した。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
これまでの地域活動組織に関する研究では、単一地域の事例報告の中で、市民参加の低さや

参加者の固定化、活動のワンパターン化などの問題が表面化していた。これらの問題の背後に
は、地域活動組織内での運営手法の不足と、地域活動組織にマネジメント的視点を導入する必
要性が指摘できる。しかし、地域活動組織内での運営手法に関する一般的知見は少なく、組織
が類似性や同質性が高いメンバーで継続されやすく、多様性や一般的信頼の醸成が不足してい
た。そこで本研究では、「地域活動運営スキル」と「意見の多様性を把握する手法」に着目し、
地域活動組織の活動進展段階に即した継続的で多様な市民参加を促進するための運営技法を考
察することとした。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、継続的で多様な市民参加を促進するための地域活動組織における運営技法

を探索し、開発することである。この目的を達成するために、【研究１】「地域活動運営スキル」
の構造把握と尺度作成、および、【研究２】「社会変革へのコミットメント」尺度の作成を行い、
メンバーが組織内の多様な意見分布を把握できる手法の探索を行う。その上で、【研究３】前述
の知見を地域活動組織の運営に適用した場合、市民参加の多様性や継続性を促進する上で求め
られる特徴を分析する。 
 
３．研究の方法 
【研究１】地域活動運営スキルの構造 

品川区内でボランティア活動団体等に所属しボランティア活動を継続的に行っている人々を

対象とした個別自記入形式の調査を個別配布・郵送回収により実施した。調査時期は，2015 年

9月から 10 月。配布数 93 票，回収数 56 票であり、有効回答者は 56 名であった。 

分析項目：(1)ボランティア活動者のスキル（独自作成、38 項目、5件法）、(2)地域活動に対

する態度（髙橋(2014),9 項目、4件法）、(3)ボランティア活動に関する項目（継続期間、開始

のきっかけの自発性、各１項目）、(4)地域に関する項目（当該ボランティア組織以外の地域活

動組織数、近所づきあい、地域愛着、各１項目）、(5)性別・年齢。 
 
【研究２】社会変革へのコミットメント尺度の作成 
①大学生を対象とした検討 
大学生を対象に、社会変革へのコミットメント尺度の因子構造を探索し、社会変革概念の中

に想定されている寛容性を促進するか否かを検討する。大学生 255 名（男性 80 名、女性 175
名）を対象に集合調査法による質問紙調査を実施した。 
分析項目：(1)社会変革へのコミットメント尺度候補項目、(2)犯罪者に対する態度：①出所

者の更生保護に対する理解、②出所者の更生保護に対する賛成度、(3)個人特性：①一般的信頼
(山岸,1998)、②多次元共感性尺度。 
 
②地域活動関与者を対象とした検討 
調査会社が有する調査パネルより、首都圏（１都６県）在住の 30〜70 代の男女で、居住自治

体の中で地域の活動に携わっている者をスクリーニングし、性別と年代で割付し、各層 50 名ず
つ計 500 名に WEB 調査を実施した。 
調査内容は以下の通りである。 
（1)社会変革へのコミットメント尺度（①と同様）（2)地域変数：地域愛着、近所づきあいの程
度、地域内所属組織数、（3）地域活動推進スキル（研究１と同様）、(4)地域活動について：最
も関わっている地域活動の種類、その地域活動への参加頻度、地域活動継続期間、地域活動内
の役割、地域活動継続意図、（5)一般的信頼(山岸, 1998)、（6)性別・年齢。 
 
【研究３】地域活動関与者の Adultism 認知と地域活動運営スキルとの関連 
調査会社が保有する 30〜69 歳のリサーチパネルより、地域活動関与者 200 名および地域活動

不関与者 200 名の計 400 名（各年代 50 名ずつ割付）を調査対象者とし、クローズ型の WEB 調査
を実施した。分析項目は、(1)シナリオ評価；Youth Empowerment Solutions のプログラムにお
いて、Adultism についてディスカッションする際に用いられていた Adultism を含むシナリオ
３つと Adultism を含まないシナリオ２つを翻訳の上、提示し、それぞれについて、若者に対す
る大人の対応の適切さ、若者に対する尊重度、若者に対する大人の期待度、若者の受容度、若
者と対等に場を共有している程度を６件法で評定を求めた（シナリオは発表時に提示）。(2)地
域活動変数：地域内所属組織数、地域活動に対する参加頻度、活動継続年数、活動継続意図を
たずねた。(3)地域や行政に関する項目：行政関心、行政満足度、行政効力感、地域愛着、近所
づきあいについて各１項目でたずねた。(4)地域活動推進スキル（9項目）。(5)性別・年齢。 
 
４．研究成果 
【研究１】地域活動運営スキルの構造 



地域活動者のスキルとして、因子分析の結果（主成分解・バリマックス回転）、「他者を歓迎」
「傾聴」「初心者意識」「主体的行動」の４因子が抽出された（表１）。尺度得点の平均値は、順
に（Range1-5）であり、全体的に中間点を上回っていた。地域活動者のスキルが地域に対する
態度を媒介として、活動継続を規定するかを重回帰分析の繰り返しによるパス解析により分析
した（図１）。その結果、所属組織数が高いと、地域をよく知っており活動継続期間が長いこと、
「他者を歓迎」スキルが高いと、協働的態度と活動継続意図が高いことが明らかとなった。 

表１ 地域活動運営スキルの構造 

 

図１ 地域活動運営スキルが活動継続に与える影響 

 
【研究２】社会変革へのコミットメント尺度の作成 
①大学生を対象とした検討 
 社会変革へのコミットメント尺度候補項目について因子分析を行った結果、３因子が抽出さ
れた。第一因子は「コミュニティ活動」、第二因子は「公正実現行動」、第三因子は「レディネ
ス」と命名された（表２）。尺度平均を見ると、公正実現行動は理論的中間点を下回り、コミュ
ニティ活動は理論的中間点を上回っていた。この尺度の妥当性を検討するために、社会変革へ
のコミットメントが出所者に対する態度をどのように影響するかを検討した。その結果、他者
志向的情動反応は、「公正実現行動」を媒介し、更生保護への賛成度を促進させたが、「レディ
ネス」を媒介した場合には、更生保護への賛成度を抑制していた。 

 
②地域活動関与者を対象とした検討 
社会変革へのコミットメント尺度候補項目について因子分析を行った結果、３因子が抽出さ

れた。第一因子は「公正実現行動」、第二因子は「コミュニティ活動」、第三因子は「レディネ
ス・ボランティア」と命名された（表３）。尺度平均を見ると、公正実現行動は理論的中間点を
下回り、コミュニティ活動とレディネス・ボランティアは理論的中間点を上回っていた。地域
内活動組織別に、社会変革へのコミットメント得点の平均差を検討した。その結果、「商店会・
同業者組合」参加者が不参加者よりも、公正実現行動得点が高かった(t(498)=1.99, p<.05)。
「スポーツ・趣味のサークル」参加者が不参加者よりも、レディネス・ボランティアが高かっ
た(t(498)=2.04, p<.05)。「福祉活動団体」参加者が不参加者よりも、公正実現行動とレディネ
ス・ボランティアが高かった(t(498)=2.94, p<01; t(498)=3.74, p<.01)。「ボランティア組織」
参加者が不参加者よりも、レディネス・ボランティアが高かった(t(498)=3.16, p<.01)。この
尺度の妥当性を検討するために、社会変革へのコミットメントが地域活動参加に影響するかど
うかを検討した結果、一般的信頼・地域愛着・近所づきあいの高さが「レディネス・ボランテ
ィア」を媒介し地域活動頻度を促進していた。一般的信頼・地域愛着が高いと「コミュニティ
活動」を媒介し、地域活動頻度を抑制し活動継続意図を促進していた。公正実現行動の媒介的
影響はみられなかった。 
地域活動関与者の地域活動推進スキルの構造を分析するために、最尤法・プロマックス回転

による因子分析を行い４因子が抽出された（表４）。第１因子は「初心と呈示」、第２因子は「ポ
ジティブ忍耐」、第３因子は「抑制関与」、第４因子は「配慮対応」と命名された。社会変革へ
のコミットメントに対する地域活動推進スキルの効果を分析するために、第１段階として政治
行政態度,地域態度,地域とのつながり,活動項目,性別・年齢を強制投入法で投入し、第２段階
として地域活動推進スキルの４指標をステップワイズ法で投入する、階層的重回帰分析を行い、
決定係数の増分を分析した（表５）。その結果、公正実現行動には「初心と呈示」スキルが促進
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効果、「配慮対応」スキルが抑制効果を示していた。コミュニティ活動とボランティア・レディ
ネスには「初心と呈示」スキルと「ポジティブ忍耐」スキルの促進効果がみられた。これらの
スキルの影響について、「初心と呈示」スキルは、誰でも受け入れようとする寛容性によって社
会変革へのコミットメント全てを高めていた可能性、どんなことでも楽しく引き受ける「ポジ
ティブ忍耐」スキルの促進効果は、コミュニティ活動やボランティア・レディネスが地域色の
強いコミットメントであるために出現した可能性、「配慮対応」スキルの抑制効果は、公正実現
行動が主張的なコミットメントであるために出現した可能性がそれぞれ考察された。 

表２ 社会変革へのコミットメント尺度の構造    表３ 社会変革へのコミットメント尺度の構造 

（大学生）                （地域活動関与者） 

 
 

表４ 地域活動推進スキルの構造 

 

 

表５ 地域活動推進スキルが社会変革へのコミットメントに与える影響 

 
【研究１】と【研究２】の知見を総合すると、市民参加の多様性や継続性を促進する上で求

められる特徴として、研究１の「他者を歓迎」スキルや、研究２の②における「初心と呈示」
スキルのように、誰でも受け入れようとする寛容な関わりや行動であることが明らかとなった。
このスキルは、相対的に頻度の低い地域活動にも参加している行動レベルでの高関与者が
抱くコミットメントである公正実現行動と関連していた。このような誰でも受け入れよう
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とする寛容な関わりや行動を阻害する要因として、欧米のコミュニティ心理学における
Empowerment 向上プログラムにおいて「Adultism」が取り上げられている。Adultism
とは、「大人が『若者よりも優れており、若者をコントロールできる』と考えること」と定
義される。Adultism は大人が子どもに与える力の乱用を論じる概念として提唱された概
念である（Flasher,1978）。そこで本研究では、継続的で多様な市民参加を促進するための
運営を分析するため Adultism に注目し、地域活動者の Adultism 認知を分析する。 
 
【研究３】地域活動関与者の Adultism 認知 
 地域活動関与者の Adultism シナリオ・非 Adultism シナリオに対する評価を図４に示す。そ
の結果、Adultism を含まないシナリオ１とシナリオ４では５つの評価指標が 3.5 の理論的中間
点を上回っており、Adultism を含む３シナリオでは、５つの評価指標がおおむね理論的中間点
を下回っていた。そこで、Adultism を含む３シナリオの評価を評価側面ごとに加算し指標とし
た。Adultism を含む３シナリオの評価を評価側面ごとに加算し指標と、地域活動変数や地域や
行政に関する項目との相関係数を算出した。その結果、地域内所属組織数・行政関心・行政満
足度・行政効力感・地域愛着・近所づきあいと５つの評価側面との間すべてに正の有意な相関
が得られた。この結果は、地域活動変数が高いと、Adultism を含むシナリオであってもポジテ
ィブな評価を示していることを意味する。また、回答者の年齢と性別による Adultism を含むシ
ナリオ評価に有意な差はみられなかった。このように、地域や行政への関心が高さと Adultism
評価に正の関連がみられたことは、現在の日本における地域活動が大人中心で、若者が参加す
る余地が少なかったり、若者に対する期待が低かったりすることを示唆していると解釈された。 

 
  Adultism を含む３シナリオの評価を評価側面ごとに加算し指標と地域活動推進スキル項目

との相関係数を算出した（表６）。その結果「仕事を進んで引き受けていくようにする」「サポ

ートや手伝いに縛られず、活動自体を楽しんで行うようにする」以外のスキル項目は、Adultism

評価と正の関連、すなわち、Adultism への感受性が低いことが示された。いずれのスキル項目

においても、Adultism への感受性の高さ（負の有意な相関）を示されなかった。 
表６ Adultism を含むシナリオに対する評価と地域活動推進スキル 

 
【まとめ】現状の地域活動を「地域活動推進スキル」と「社会変革へのコミットメント」の観

点から分析した結果、現状では、「他者を歓迎」や「初心と呈示」のような他者への寛容的なス

キルが社会変革へのコミットメントを促進することを見出した。一方、現状の地域活動の推進

に寄与する特徴を有している者であっても、Adultism に対する感受性が相関レベルで低いこと

が明らかになった。今後 Adultism への感受性に注目して、地域活動推進スキルと社会変革への

コミットメントとの関連を分析することで、継続的で多様な市民参加を促進するための運営手

法が提案できると考察された。 
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